









































































































































































































































































































































































































































































































































































生活保護法 63 条に基づく費用返還請求のあり方（畑中） 239
請求について不満をもちながらも求められるがままに保護費からの返還を
余儀なくされていると思われる。行政のミスを被保護者に負担させるよう
な現状を打開するには、裁判例の積み重ねも重要であるが、立法的措置の
必要性を指摘せざるを得ない。「過支給」の場合分け、特に過誤による過
支給分の返還請求にあたって返還額を決定する際の具体的考慮事項、基準
や目安の設定、月々の分割返還を認める場合の基準や返還月額の目安等、
現場において調査や判断をスムー ズに行えるようなルール作りが急務である。
また、63条は、過去の行政処分（保護決定処分）を変更せずに事後調
整を可能とする規定となっていることで、かえって、返還免除（法80条）
の機会が失われている。（36）行政処分に対する信頼保持の名のもとに、結局
は事後調整という行政にとって都合の良い取扱いにすることで、行政のミ
スを被保護者の負担と犠牲のもとに不問に付すような取扱いと言わざるを
得ない。63条の適用範囲から実施機関の過誤による過支給のケースを除
外すべきである。過誤による過支給については、申告義務を果たした被保
護者についてなされた誤った保護決定処分を変更し、それにより返還すべ
き保護費が発生するとしても、過去の保護費を生活費等に費消している被
保護者については返還の免除を（法80条）を適用するのが望ましい。実
施機関の過誤による過支給のケースではこのような取り扱いとする方が被
保護者ひいては国民の行政に対する信頼保持に資するものと考える。（37）
行政通知その他の手引き等は行政運用の指針であって、法解釈とは本来別
個に論ずべきものである。生活保護の実施機関はこうした行政通知等に則った
法の運用を行っているが、だからといってそれが法の解釈運用として常に正当
化されるわけではないのだから、実施機関は法の目的や基本原理に立ち返っ
て、なすべき取扱いとはいかなるものなのかを真摯に検討すべきである。
（本学法学部准教授）
（36）　注20）参照。
（37）　注30）丸谷も、行政による過誤払い分の返還請求を許すことは、行政法における
信頼保護の原則から認められないと指摘する。
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